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2010年北海道人事委員会勧告にかかわる要請書
北海道人事委員会は本日（８日）、道議会議長および北海道知事に対して、本年の給与改定等について勧告しました。
地公三者共闘は、実際に受け取っている独自削減後の給与に基づく公民比較を行い、較差を勧告するよう求めましたが、北海道人事委員会は、昨年と同様の方法で比較作業を行いました。その結果、公民較差については、独自削減後は25,224円(6.68％)民間を下回り、独自削減前は3,064円(0.76％)上回っていると示され、一時金については民間の支給月数は3.86月で職員の独自削減後の4.00月相当（制度上は4.15月）を下回ることを明らかにしました。

このような較差を踏まえ、北海道人事委員会は、人事院勧告の内容や職員の独自削減の実態、職員の士気確保が極めて重要であることなどを総合的に勘案し、①月例給は人事院勧告の内容に準じて0.23％引き下げるとして、40歳台以上の給料表の改定と55歳超えの職員の一律カットを実施、制度調整も行う、②一時金は独自削減後の支給月数を民間と均衡させ、0.2月をマイナス、③寒冷地手当の支給地域区分・支給額を見直し、④義務教育等教員特別手当の支給限度額の引き下げ等について勧告しました。
今年の勧告においても、給与決定の原則と異なる減額措置が長期間にわたることは異例なことであると報告で言及したものの、停止勧告に至らなかったことは組合員の生活実態からすれば不満といわざるを得ません。

この間、一連の規制緩和や構造改革が進められる中で、中央と地方があらゆる面で格差が拡大し、道内の地域経済は疲弊し続けています。景気回復の先が見えない北海道では、公務員労働者の給与決定が多くの民間企業で働く労働者に波及し、延いては北海道経済に大きな影響を与えていきますので、そのことを十分考慮し、道職員の給与決定を行うべきものと考えます。　　　

つきましては、今後の勧告の取り扱いにあたりまして、次のとおり要請しますので、特段のご理解とご協力をお願い申し上げます。

記
１　給料表・一時金の引き下げや55歳超えの職員の一律カット、制度調整は行わないこと。
２　独自削減は即刻停止すること。最低でも削減幅を圧縮すること。

３　寒冷地手当の支給額引き下げは行わないこと。

４　勧告の実施にあたっては、職員団体との交渉結果を尊重すること。
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